
中東情勢による建設資材への影響を踏まえた設計変更に係る特記仕様書 

 

１ 本工事は、中東情勢の変化等に伴う供給の偏り又は流通の目詰まりにより入手が困難となっている

ナフサを由来とする建設資材（以下「調達検討資材」という。）の調達に必要となる経費について、通

常の調達に要する費用を超えて追加的に必要となる経費（以下「別途調達経費」という。）を設計変更

の対象とする工事である。 

２ 調達検討資材は、ナフサを由来とする建設資材のうち、本工事で調達する資材であって、中東情勢

の変化等に伴う供給の偏り又は流通の目詰まりにより調達が困難となっているものとし、受発注者間

の協議により決定する。 

３ 受注者は、調達検討資材について別途調達経費が必要となることが見込まれる場合は、当該資材を

調達する前に、調達検討資材に関する協議書（様式１）及び別途調達経費の予定額を確認できる見積

書その他必要な資料を監督員に提出し、協議しなければならない。 

ただし、迅速な対応が必要であり、事前に書面を提出することが困難な場合は、口頭、ファクシミ

リ又は電子メール等により協議することができる。この場合、受注者は、事後、遅滞なく様式１及び

必要な資料を提出しなければならない。 

なお、別途調達経費が必要となる場合とは、以下を想定している。 

⑴ 設計図書に定める資材を調達できず、代替資材を調達した場合 

⑵ 設計図書に定める資材を調達するため、流通経路を見直したことにより、別途調達経費が必要と

なった場合 

⑶ 設計図書に定める資材を調達したが、流通状況を踏まえた別途調達経費が必要となった場合 

４ 受注者は、調達検討資材の調達後、調達検討資材に関する実施報告書（様式２）及び別途調達経費

の内容を確認できる証明書類（実際の取引伝票等）を監督員に提出しなければならない。証明書類は、

資材名、調達時期、購入数量、購入単価等が記載された取引伝票、見積書、請求書等とする。 

５ 受注者は、代替資材を調達しようとする場合は、当該代替資材を調達する前に、代替資材が設計図

書で求める機能や品質等を満たしていることを確認できる資料（カタログ等）を監督員に提出しなけ

ればならない。 

６ 発注者は、受注者から提出された様式１、様式２、証明書類その他必要な資料により、妥当性を確

認できた別途調達経費について、設計変更の対象とする。 

ただし、受注者の責めに帰すべき事由により生じた増加費用、第３項に定める協議を行わずに調達

したことにより妥当性を確認できない費用その他発注者が合理的な費用であることを確認できない

ものは、設計変更の対象としない。 

７ 調達検討資材の調達方法の変更等に伴い工期の変更が必要となる場合は、受発注者間で協議の上、

必要な変更を行うものとする。 

８ 本特記仕様書に基づき設計変更の対象とした費用は、藤枝市建設工事請負契約約款第 25 条（スラ

イド条項）に基づく請負代金額の変更に係る算定の対象としない。 


